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必修 選択 自由 前期 後期 前期 後期 前期 後期

2 2 １前 2 武田　　敬

2 2 １前 2 吉栖　正生

2 2 １前(後) 2 (2) 阿部　弘美

2 2 １後 2 白倉　麻耶

2 2 １前 2 安井　弥

1 1 ３前 1
加藤　功一
杉田　　誠

2 2 １前 2 河野　修興

2 2 １前 2 神谷　研二

2 2 １後 2 中谷　久恵

2 2 １後 2 小澤　孝一郎

4 4 １前～２後 1 1 1 1 松浪　勝義

4 4 １前～２後 1 1 1 1 武田　　敬

4 4 １前～２後 1 1 1 1 小池　　透

4 4 １前～２後 1 1 1 1 杉山　政則

4 4 １前～２後 1 1 1 1 仲田　義啓

4 4 １前～２後 1 1 1 1 高野　幹久

6 6 １前～３後 1 1 1 1 1 1 松浪　勝義

6 6 １前～３後 1 1 1 1 1 1 武田　　敬

6 6 １前～３後 1 1 1 1 1 1 小池　　透

6 6 １前～３後 1 1 1 1 1 1 杉山　政則

6 6 １前～３後 1 1 1 1 1 1 仲田　義啓

6 6 １前～３後 1 1 1 1 1 1 高野　幹久

2 2 1 2 (2)
阿部　弘美
白倉　麻耶

2 2 1 2 (2) 河本　　健

○履修方法

薬科学特論及び生命・医療倫理学

単位数
履修年次

１年次 ２年次 ３年次 授業担当教員 備考

 社会人入学者等の円滑な履修を支援するため，薬科学専攻（博士課程前期）の講義科目（専門選択科目Ⅰ）を履修可
能とする。ただし，修了要件の単位数には組み入れない。

基盤的
科目

薬科学特講

共
通
科
目

研究方法特論

スタートアップ生命科学コースワーク

アドバンスド生命科学コースワーク

1　履修基準と開設単位配分及び授業担当教員一覧

薬科学専攻（博士課程後期）

科目
区分

授業科目名
開設
年次

配当年次

①

バイオメディカルサイエンスの創生展開

医薬分子機能科学特別実験

遺伝子制御科学特別実験

薬効解析科学特別演習

薬物動態解析・制御科学特別演習

社会貢献推進特論

臨床腫瘍学総論

放射線統合医科学

ヘルスプロモーション研究法特論

薬物治療学特論

活性天然物薬品化学特別演習

創薬合成化学特別演習

薬効解析科学特別実験

専
門
選
択
科
目
Ⅰ

薬物動態解析・制御科学特別実験

推
奨

科
目

English Presentation

English Rhetoric & Writing

医薬分子機能科学特別演習

遺伝子制御科学特別演習

専
門
選
択
科
目
Ⅱ

活性天然物薬品化学特別実験

創薬合成化学特別実験

基盤的科目
 ２単位修得すること。

 幅広い知識と学識を深めることを目的として，「研究方法特論」等の科目のうちから，２単位以上修得することを推
奨する。

③ 専門選択科目Ⅰ

② 共通科目

 ４単位以上修得すること。なお，主指導教員の指定する科目を含むこと。

④ 専門選択科目Ⅱ

社会人入学者等⑦

 ６単位以上修得すること。（あらかじめ指導グループと相談し決定する。）

⑤ 推奨科目
 研究成果を発表する上で必要な英語について，修了要件単位以外の科目として修得することを推奨する。

⑥
 薬科学分野や高度先進医療の基礎的な研究に必要な薬科学及び生命倫理に関する知識を修得していない者は，薬科学
専攻（博士課程前期）の薬科学特論及び生命・医療倫理学を履修する。ただし，修了要件の単位数には組み入れない。
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２ 薬科学専攻(博士課程後期)の研究指導体制及び学位請求手続き 

 

 

１ 研究指導体制 

  本研究科博士課程後期に入学・進学した学生の研究指導の充実を図るために，複数教員による研究指導

を行う。 

 (1) 研究指導グループ 

① 研究指導グループは，主指導教員１名，副指導教員２名の合計３名により構成される。 

② 副指導教員の１名は，主指導教員と同一専攻の教員が担当する（主指導教員と同一講座に所属する

か否かは問わない）。他の１名の副指導教員は，幅広い分野からの指導を可能とするために他講座の教

員が担当することが望ましい。 

  また，必要に応じて病院籍の准教授及び講師が副指導教員を担当することができる。 

③ 研究科教育委員会は，研究プロジェクト，学生の希望等について十分調査し，研究の実態に合った

研究指導グループを編成するよう調整する。 

  ④ 指導教員が転出等で不在となったときは，学生の研究計画遂行に支障を及ぼさないよう速やかに後

任者を定めて補充する。研究科教育委員会は，これを調整する。 

 

 (2) 主指導教員 

① 主指導教員（原則として教授）は，履修計画の作成，研究計画の立案，研究の遂行，研究中間報告

の作成，学位論文の作成，学位請求などの指導を行う。 

  ② 主指導教員が指導する学生数については，実質的かつ十分な研究指導が可能であることを考慮する。 

 

 (3) 副指導教員 

① 副指導教員は，研究計画，研究進捗状況及び学位論文についての助言などの指導を，主指導教員と

協力して行う。 

② 学生は，主指導教員と相談のうえ副指導教員を選ぶ。主指導教員は，学生が研究計画を遂行するう

えで適切な副指導教員を選ぶように指導する。例えば，いわゆる臨床系の教員が主指導教員である場

合，基礎系の教員が副指導教員に加わることが望ましい。 

 

 

２ 研究指導及び学位請求手続き 

 (1) 研究指導及び学位請求に関するスケジュール（別表参照） 

   所定の年限（標準修業年限３年）で修了するための研究指導及び学位請求に関して学生が行う事項の

スケジュールは，以下のとおりである。 

  ① 第１年次の前期（10月入学者の場合は後期）開始４週間以内に，主指導教員予定者に対し副指導教

員２名を含む３名の研究指導グループの編成を依頼しその結果をもって研究科教育委員会に指導教員

願を提出する。 

    指導教員が転出等で不在となるときは，速やかに研究指導グループに対し後任者の推薦を依頼し，

その結果をもって研究科教育委員会に指導教員変更願を提出する。 

  ② 第１年次の前期（10月入学者の場合は後期）開始４週間以内に，主指導教員の指導のもとに取得し

ようとする学位の種類を考慮して履修計画を作成し研究科教育委員会に提出する。 

  ③ 第１年次の後期（10月入学者の場合は前期）開始４週間以内に，主指導教員の指導のもとに研究計

画を立案しその概要を1,000字程度にまとめ主指導教員に提出する。 

  ④ 研究計画の概要について研究指導グループの助言・承認を受け，研究計画に従って研究を遂行する。 

研究計画に大きな変更があった場合には，研究指導グループに報告する。 
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必修
選択
必修

自由 前期 後期 前期 後期 前期 後期

2 2 1前・後 1 1 新小田　幸一

2 2 1前・後 1 1 濱田　泰伸

2 2 1前・後 1 1 出家　正隆

2 2 1前・後 1 1 弓削　　類

2 2 1前・後 1 1 松川　寬二

2 2 1前・後 1 1 宮口　英樹

2 2 1前・後 1 1 花岡　秀明

2 2 1前・後 1 1 砂川　　融

2 2 1前・後 1 1 岡村　　仁

2 2 1前・後 1 1 （未定）

4 4 １～２ 関係教員

4 4 １～２ 関係教員

2 2 1 2 (2)
阿部　弘美
白倉　麻耶

2 2 1 2 (2) 河本　　健

2

2 2

授業担当教員 備考１年次 ２年次 ３年次

履修年次

(1)

　運動器機能医科学特講演習

　生体環境適応科学特講演習

　生理機能情報科学特講演習

共通科目
　２単位（ヘルスプロモーション研究法特論）修得すること。

履修方法

１ 次のとおり１２単位以上を修得するものとする。

2

科目
区分

授業科目名
開設
単位

単位数
配当年次

推奨科
目

　English Presentation

　English Rhetoric & Writing

推奨科目
　研究成果を発表する上で必要な英語について，修了要件単位以外の科目として修得することを推奨する。

　生体運動・動作解析学特講演習

　健康・スポ－ツ科学特講演習

専
門
科
目
Ⅱ

　作業行動探索科学特講演習

(2)

主指導教員と相談の上，共通科目又は専門科目Ⅰから２単位以上修得すること。（ただし，（1）及び
（2）で履修した科目以外の科目とする。なお，幅広い知識と学識を深めることを目的として，共通科目を
２単位以上修得することを推奨する。）

(4)

(5)

　精神機能制御科学特講演習

　身体・生活機能制御科学特講演習

(6)

(3)

専門科目Ⅰ
　主指導教員の指示する科目２単位修得すること。
専門科目Ⅱ
　主指導教員の指示する科目２単位修得すること。
専門科目Ⅲ
　主指導教員の指示する科目４単位修得すること。

専門科
目Ⅲ

　看護開発科学特別研究

　心身機能生活制御科学特別研究

　作業機能制御科学特講演習

　上肢機能解析制御科学特講演習
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２ 保健学専攻（博士課程後期）の研究指導体制及び学位請求手続き 

 

１ 研究指導体制 

  本研究科博士課程後期に入学・進学した学生の研究指導の充実を図るために，複数教員による研究指導

を行う。 

 (1)研究指導グループ 

① 研究指導グループは，主指導教員１名，副指導教員２名の合計３名により構成される。 

② 副指導教員の１名は，主指導教員と同一講座の教員が担当する。他の１名の副指導教員は，幅広い

分野からの指導を可能とするために他の領域の教員が担当する。 

③ 研究科教育委員会は，研究プロジェクト，学生の希望等について十分調査し，研究の実態に合った

研究指導グループを編成するよう調整する。 

  ④ 指導教員が転出等で不在となったときは，学生の研究計画遂行に支障を及ぼさないよう速やかに後

任者を定めて補充する。研究科教育委員会は，これを調整する。 

 (2) 主指導教員 

① 主指導教員（教授）は，履修計画の作成，研究計画の立案，研究の遂行，研究中間報告の作成，学

位論文の作成，学位請求などの指導を行う。 

  ② 主指導教員が指導する学生数については，実質的かつ十分な研究指導が可能であることを考慮する。 

 (3) 副指導教員 

① 副指導教員は，研究計画，研究進捗状況及び学位論文についての助言などの指導を，主指導教員と

協力して行う。 

② 学生は，主指導教員と相談のうえ副指導教員を選ぶ。主指導教員は，学生が研究計画を遂行するう

えで適切な副指導教員を選ぶように指導する。 

 

２ 研究指導及び学位請求手続き（別表参照） 

 (1) 研究指導 

   所定の年限（標準修業年限３年）で修了するための研究指導及び学位請求に関して学生が行う事項の

スケジュールは，以下のとおりである。 

  ① 第１年次の前期開始４週間以内に，主指導教員予定者に対し副指導教員２名を含む３名の研究指導

グループの編成を依頼し，その結果をもって研究科教育委員会に指導教員願を提出する。 

    主指導教員が転出等で不在となるときは，速やかに研究指導グループに対し後任者の推薦を依頼し，

その結果をもって研究科教育委員会に指導教員変更願を提出する。 

  ② 第１年次の前期開始４週間以内に，主指導教員の指導のもとに授業科目履修計画を作成して，研究

科教育委員会に提出する。 

③ 第２年次終了までに所定の授業科目単位を修得する。 

 ④ 研究計画の概要について研究指導グループの助言・承認を受け，研究計画に従って研究を遂行する。 

研究計画に大きな変更があった場合には，研究指導グループに報告する。 

 (2) 中間審査会 

① 第２年次後期に研究指導グループで研究中間報告を行い，研究の進捗状況に対し助言を得る。この

中間審査会は公開とする。 

 (3) 学位請求 

  ① 第３年次後期開始までに研究成果を主指導教員の指導のもとに学位論文としてまとめる。 

② 研究科教育委員会に学位申請のため，下記の書類を提出する。 

   ⅰ 学位論文審査願 
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   ⅱ 論文目録 

   ⅲ 論文 

   ⅳ 副論文 

   ｖ 論文内容要旨（Ａ４サイズ2,000字以内） 

   ⅵ 履歴書 

  ③ 研究科教育委員会で，学位申請内容について資格条件を審査する。 

  ④ 資格要件を満たしている場合は，学位申請を受理する。 

  ⑤ 教授３名以上からなる審査委員会（３名以上）を編成する。 

  ⑥ 論文は保健学集談会で発表するものとし，発表20分，質疑応答10分を基準とする。 

  ⑦ 学位申請が研究科教育委員会で受理された後に，審査委員会において論文審査と最終試験を行う。 

  ⑧ 審査委員会の試験を経て，研究科教授会の審査に合格した者は，博士課程後期を修了するとともに

所定の博士の学位を取得できる。 

 (4) 早期修了 

   研究科教授会が優れた業績を上げたと認める者については，所定の年限（標準修業年限３年）を修業

することなく早期に修了することができる。この場合の要件については，国際的な学術誌に掲載（掲載

の受理でも可）されるなど優れた研究内容で，研究指導グループが責任を持って推薦し研究科教育委員

会がこれを認めることとする。 

 (5) 学位論文の形式 

   単著の論文を学位論文とする。 

 (6) 審査委員会 

   研究科教授会において，教授３名以上を含む３名以上からなる審査委員会を編成する。この場合に 

おいて，主指導教員及び副指導教員は審査委員にはなれない。 

   研究科教授会において必要と認めたときは，本研究科若しくは他の研究科の教員又は他の大学院若し 

くは研究所等の教員等を審査委員会委員に加えることができる。 
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別表 

 

 

保 健 学 専 攻 ( 博 士 課 程 後 期 ) 

研究指導及び学位請求に関するスケジュール 

 

学 年 学期 大 学 院 学 生 主 指 導 教 官 研 究 指 導 グ ル ー プ 審  議  機  関     

１年次 

 

前期 

 

 

 

 

 

後期 

 

指導教員願の提出 

 

履修計画の提出 

 

（単位修得） 

 

研究計画の立案 

 

研究計画概要の提出 

 

研究の実施 

 

（単位修得） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究指導 

指導グループ編成（３名） 

 

 

 

 

 

 

 

研究計画に対する審査・助言 

指導教員の調整・承認 

（研究科教育委員会） 

２年次 前期 

 

後期 

 

 

 

中間審査会 

研究の実施 

 

（所定の単位修得） 

 

 

 

研究指導 

 

 

研究進捗状況の確認・助言 

 

 

３年次 前期 

 

 

後期 

 

 

 

 

 

論文作成の開始 

 

 

論文完成 

 

 

 

 

学位請求の諸手続き 

 

 

保健学集談会で発表 

 

 

 

最終試験を受験 

 

 

本審査の合格 

 

課程修了・学位授与 

論文作成の指導 

 

 

 

 

 

 

 

学位請求の指導 

 

論文作成についての助言 

 

論文査読・修正指導 

 

 

 

 

 

 

 

 

資格要件の審査 

（研究科教育委員会） 

学位申請の受理 

（研究科教育委員会） 

審査委員会の編成 

（研究科教授会） 

 

審査及び最終試験の実施

（審査委員会） 

 

本審査（投票） 

（研究科教授会） 
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広島大学大学院博士課程

リーダー育成プログラム 

「放射線災害復興を推進

するフェニックスリーダ

ー育成プログラム」 

関連科目 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 諸 規 則 
 

 

１ 広島大学におけるハラスメントの防止等に関する規則 ………………………… 

２ 広島大学学生交流規則 ……………………………………………………………… 
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必修
選択
必修

自由

ヒロシマ平和学 1 2

放射線生物学入門 1 2

ヒロシマ復興史 1 2

放射線生物学特論 1～2 2

大規模災害と国際協力 1～2 2

初期被ばく・内部被ばく・疫学演習　 （＊1） 1～2 1

放射性物質スクリーニング・除染演習 （＊1） 2 1

放射線災害リスク管理・防災演習 （＊1） 2 1

放射線災害医療学 （＊2） 1～2 2

放射線影響学 （＊2） 1～2 2

ゲノム障害科学　 1～2 2

発達神経心理学 （＊3） 1～2 2

小児保健学 （＊3） 1～2 2

国際開発時事英語 3 2

English Communication 3～4 1

English Retric 3～4 1

English Presentation 3～4 1

放射線災害復興学 （＊4） 3 2

分野融合セミナー 1～4 6

短期フィールドワーク 1 1

長期フィールドワーク 3 2

短期インターンシップ 2 1

長期インターンシップ 3～4 3

広島大学大学院博士課程リーダー育成プログラム
「放射線災害復興を推進するフェニックスリーダー育成プログラム」関連科目

区分 授業科目名 配当年次
単位数

備考

・（＊1)，(＊2)及び(＊4）印の授業科目については，別表第８における専門科目Ⅰとして履修することができる。
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　広島大学大学院博士課程リーダー育成プログラム「放射線災害復興を推進するフェニックスリーダー育成プログラム」
（以下「フェニックスリーダー育成プログラム」という。）の履修を許可された学生は，以下のとおり所属する専攻の
修了要件単位に算入することができる。

　１　医歯薬学専攻（博士課程）

　２　保健学専攻（博士課程前期）

・(＊1)及び(＊3)印の授業科目については，別表第４における｢履修方法１の(6)｣の単位として履修することができる。

　３　保健学専攻（博士課程後期）

・(＊4）印の授業科目については，別表第７における「履修方法１の(5)」の単位として履修することができる。
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発達神経心理学 （＊3） 1～2 2
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English Communication 3～4 1

English Retric 3～4 1

English Presentation 3～4 1

放射線災害復興学 （＊4） 3 2

分野融合セミナー 1～4 6

短期フィールドワーク 1 1

長期フィールドワーク 3 2

短期インターンシップ 2 1

長期インターンシップ 3～4 3
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　広島大学大学院博士課程リーダー育成プログラム「放射線災害復興を推進するフェニックスリーダー育成プログラム」
（以下「フェニックスリーダー育成プログラム」という。）の履修を許可された学生は，以下のとおり所属する専攻の
修了要件単位に算入することができる。

　１　医歯薬学専攻（博士課程）

　２　保健学専攻（博士課程前期）

・(＊1)及び(＊3)印の授業科目については，別表第４における｢履修方法１の(6)｣の単位として履修することができる。

　３　保健学専攻（博士課程後期）

・(＊4）印の授業科目については，別表第７における「履修方法１の(5)」の単位として履修することができる。



１ 広島大学におけるハラスメントの防止等に関する規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 111 号) 

広島大学におけるハラスメントの防止等に関する規則 
(趣旨) 

第 1 条 この規則は，広島大学学則(平成 16 年 4 月 1 日規則第 1 号)第 28 条の規定に基づき，

広島大学(以下「大学」という。)におけるハラスメントが職員，学生，生徒，児童及び園

児並びにその関係者(以下「構成員」という。)の人権を侵害し，又は就学，就労，教育若

しくは研究(以下「就学・就労」という。)の権利等を侵害するものであるという認識にた

ち，大学においてその発生を防止するとともに，事後，適切に対応するため，ハラスメン

トの防止に関し必要な事項を定めるものとする。 
(定義等) 

第 2 条 この規則において「ハラスメント」とは，セクシュアル・ハラスメント及びそのほ

かのハラスメントをいう。 
2 この規則において「セクシュアル・ハラスメント」とは，一定の就学・就労上の関係に

ある大学の構成員が，相手の意に反する性的な性質の不適切な言動を行い，これによって

相手が，精神的な面を含めて，学業や職務遂行に関連して一定の不利益・損害を被るか，

若しくは学業や職務に関連して一定の支障が生じること，又は就学・就労のための環境を

悪化させることをいう。 
3 この規則において「そのほかのハラスメント」とは，セクシュアル・ハラスメントには

あたらないが，一定の就学・就労上の関係にある大学の構成員が，相手の意に反する不適

切な言動を行い，これによって相手が，精神的な面を含めて，学業や職務遂行に関連して

一定の不利益・損害を被るか，若しくは学業や職務に関連して一定の支障が生じること，

又はそのようなおそれがあることをいう。 
4 ハラスメントの行為者とされた者(以下「行為者とされた者」という。)の言動が次の各号

のいずれかに該当する場合は，ハラスメントがあると認めるものとする。 
(1) 行為者とされた者が第 2 項又は前項の行為を行うとの意図を有していたと認められ

るとき。  
(2) 当該言動が明らかに社会的相当性を欠くと認められるとき。  
(防止及び啓発) 

第 3 条 大学は，職員及び学生等に対し，ハラスメントの発生を防止するための啓発に努め

る。 
(相談体制) 

第 4 条 大学におけるハラスメントに関する相談への対応は，広島大学ハラスメント相談室

(以下「相談室」という。)が行う。 
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2 相談室は，前項の相談に際し，ハラスメントの被害を受けたとする者(以下「被害を受け

たとする者」という。)のプライバシーを保護し，人権を侵害しないよう十分に配慮する

ものとする。 
(調査体制) 

第 5 条 学長は，ハラスメントの事実関係を調査するため，及び必要な措置を講じるため，

当該の事案ごとに広島大学ハラスメント調査会(以下「調査会」という。)を設置する。 
2 前項の調査会に関し必要な事項は，別に定める。 
3 調査会は，被害を受けたとする者，行為者とされた者及びそのほかの関係者から公正な

事情聴取を行い，調査結果を速やかに学長に報告する。 
4 前項の事情聴取においては，事情聴取対象者の人権やプライバシーの保護には十分に配

慮するものとする。 
5 調査会は，調査の過程で，被害を受けたとする者の緊急避難措置，被害を受けたとする

者と行為者とされた者との間の調整又は被害を受けたとする者若しくは行為者とされた者

の所属する部局等での調査や調整等の勧告等の必要を認めたときは，これを行う。 
6 前項の勧告に基づき，部局等に調査会を置くことができる。 

(措置等の決定) 
第 6 条 学長は，調査会からの調査結果の報告を受け，被害を受けたとする者の不利益の回

復，環境の改善及び行為者とされた者に対する指導の措置等を決定する。 
2 学長は，前項の決定に当たり，さらに審議が必要と認められる事項については，教育研

究評議会(以下「評議会」という。)に付議する。 
(措置等の実施) 

第 7 条 学長は，前条の決定(評議会の審議内容等を含む。)に基づき，必要な措置等を講じ

る。 
(告知及び不服申立て) 

第 8 条 学長は，前 2 条の結果について，被害を受けたとする者及び行為者とされた者に対

し告知するものとする。 
2 前項の告知内容について不服がある者は，学長に異議を申し立てることができるものと

する。 
(雑則) 

第 9 条 この規則に定めるもののほか，ハラスメントの防止及び事後の対応に関し必要な事

項は，別に定める。 
附 則 

1 この規則は，平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 
2 旧広島大学ハラスメントの防止等に関する規程(平成 11 年広島大学規程第 12 号。以下

「旧規程」という。)により置かれたハラスメント相談員及び同専門相談員が行ったハラ

スメントに関する相談業務等の行為は，この規則により置かれたハラスメント相談員及び

同専門相談員が行ったものとみなす。 
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3 旧規程により設置されたハラスメント調査会については，この規則に基づき設置された

ものとみなす。 
附 則(平成 17 年 1 月 18 日規則第 2 号) 

この規則は，平成 17 年 2 月 1 日から施行する。 
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２ 広島大学学生交流規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 7 号) 

広島大学学生交流規則 
目次 

第 1 章 総則(第 1 条・第 2 条) 
第 2 章 派遣学生(第 3 条－第 10 条) 
第 3 章 特別聴講学生(第 11 条－第 18 条) 
第 4 章 雑則(第 19 条) 
附則 

 
第 1 章 総則 

(趣旨) 
第 1 条 この規則は，広島大学通則(平成 16 年 4 月 1 日規則第 2 号)第 28 条第 5 項，第 29

条第 7 項，第 30 条第 4 項及び広島大学大学院規則(平成 20 年 1 月 15 日規則第 2 号)第 35
条第 4 項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)における派遣学生及び特別聴

講学生の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 
(定義) 

第 2 条 この規則において「派遣学生」とは，本学に在学中の学生で，本学の教育課程の一

環として他の大学等の授業科目を履修するもの(外国の大学又は短期大学(大学以外の高等

教育機関を含む。以下「外国の大学等」という。)へ留学するもの，外国の大学又は短期

大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育

施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が

国において履修するもの及び国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の

実施に伴う特別措置法(昭和 51 年法律第 72 号)第 1 条第 2 項に規定する 1972 年 12 月 11
日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学(以下「国際連合大学」という。)
の教育課程における授業科目を履修するものを含む。)をいう。 

2 この規則において「特別聴講学生」とは，他の大学等に在学中の学生で，その大学等の

教育課程の一環として本学の授業科目を履修するものをいう。 
3 この規則において「他の大学等」とは，次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

(1) 本学と学生の交流を行う大学，短期大学(専攻科を含む。以下同じ。)又は高等専門学

校(専攻科を含む。以下同じ。) 
(2) 外国の大学等又は外国の大学若しくは短期大学の教育課程を有するものとして当該

外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に

指定するもの 
(3) 国際連合大学 
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4 この規則において「大学間協議」とは，学生を交流するに当たって，あらかじめ本学と

他の大学等との間で，履修できる授業科目の範囲，対象となる学生数，単位の認定方法，

授業料等の費用の取扱い方法，その他必要とされる具体的な措置に関して行う協議をいう。 
5 この規則において「部局間協議」とは，学生を交流するに当たって，あらかじめ本学の

学部又は研究科(以下「学部等」という。)と他の大学等との間で，履修できる授業科目の

範囲，対象となる学生数，単位の認定方法，授業料等の費用の取扱い方法，その他必要と

される具体的な措置に関して行う協議をいう。 
第 2 章 派遣学生 

(取扱いの要件) 
第 3 条 派遣学生の取扱いは，原則として大学間協議又は部局間協議が成立したものについ

て行う。 
2 前項の大学間協議は，学部にあっては学部の教授会，研究科にあっては研究科の教授会

(以下「当該教授会」という。)の議を経て，学長が行う。 
3 第 1 項の部局間協議は，当該教授会の議を経て，当該学部等の長が行う。 

(出願手続) 
第 4 条 派遣学生を志願する者は，所定の願書に大学間協議又は部局間協議により決定した

事項を記載した書類を添えて，学長に願い出なければならない。 
2 出願の時期は，大学間協議又は部局間協議の定めるところによる。 

(派遣の許可) 
第 5 条 派遣学生の願い出があったときは，当該教授会の議を経て，学長が派遣を許可する。 
2 学長は，他の大学等の授業科目を履修することを認めたときは，当該他の大学等の長に

必要書類を添えて学生の受入れを依頼するものとする。ただし，部局間協議によるものに

ついては，当該学部等の長が当該他の大学等の長に依頼するものとする。 
(履修期間) 

第 6 条 派遣学生の履修期間は，1 学期又は 1 学年間とする。 
2 前項の規定にかかわらず，学長が事情やむを得ないと認めたときは，当該他の大学等の

長と協議の上(部局間協議によるものについては，当該学部等の長が当該他の大学等の長

と協議の上)，履修期間を変更することができる。ただし，履修期間は，通算して 2 年を

超えることができない。 
(在学期間への算入) 

第 7 条 前条に規定する履修期間は，本学の在学期間に算入する。 
(履修報告書の提出) 

第 8 条 派遣学生は，履修期間が終了したときは，直ちに(外国の大学等へ留学する学生に

ついては，帰国の日から 1 月以内に)所属の学部等の長を経て，学長に履修報告書を提出

しなければならない。 
(授業料等) 

第 9 条 派遣学生は，本学に正規の授業料を納付するものとする。 

－ 119 －



2 派遣学生の受入大学等における授業料等の費用の取扱いは，大学間協議又は部局間協議

により定めるものとする。 
3 前項の規定により，派遣学生が受入大学等における授業料等の費用を負担する場合は，

第 1 項の規定にかかわらず，当該大学間協議又は部局間協議ごとに理事(平和・国際担当)
が定める期間，本学の授業料を徴収しないことができる。 
(派遣の許可の取消し) 

第 10 条 学長は，派遣学生がその履修の実が上がらないと認められるとき，その本分に反

する行為があると認められるとき，又は授業料等の納付の義務を怠ったときは，当該他の

大学等の長と協議の上(部局間協議によるものについては，当該学部等の長が当該他の大

学等の長と協議の上)，派遣の許可を取り消すことがある。 
第 3 章 特別聴講学生 

(取扱いの要件等の準用) 
第 11 条 第 3 条，第 5 条第 1 項，第 6 条及び第 10 条の規定は，特別聴講学生に準用する。

この場合において，第 3 条，第 5 条第 1 項，第 6 条及び第 10 条中「派遣学生」とあるの

は「特別聴講学生」と，第 5 条中「派遣」とあるのは「受入れ」と，第 10 条中「派遣の

許可」とあるのは「受入れの許可」と読み替えるものとする。 
2 前項の場合において，特別聴講学生が歯学部と外国の大学との間で成立した部局間協議

に基づき受入れる学生であるときは，第 6 条第 1 項中「1 学期又は 1 学年間」とあるのは

「4 学年間」と，同条第 2 項ただし書中「2 年」とあるのは「5 年」と読み替えるものと

する。 
(出願手続) 

第 12 条 特別聴講学生を志願する者は，次の各号(他の大学等(外国の大学等及び国際連合大

学を除く。)の学生にあっては第 4 号を除く。)に掲げる書類を，履修を希望する学期の始

まる 2 月前(外国の大学等の学生の場合は，原則として 6 月前。ただし，外国の大学等と

の大学間協議又は部局間協議において定めのある場合は，その期日)までに，所属大学等

の長を通じて学長に提出しなければならない。 
(1) 本学所定の特別聴講学生願 
(2) 在学証明書及び成績証明書 
(3) 所属大学等の長の推薦書 
(4) 医師の健康診断書 
(受入れの通知) 

第 13 条 学長は，特別聴講学生の受入れを許可したときは，その所属大学等の長を経て本

人にその旨を通知するものとする。 
第 14 条 削除 

(学業成績証明書の交付) 
第 15 条 学部等の長は，特別聴講学生の学業成績証明書を交付するものとする。 

(学生証) 
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第 16 条 特別聴講学生は，所定の学生証の交付を受け，常に携帯しなければならない。 
(検定料，入学料及び授業料) 

第 17 条 特別聴講学生に係る検定料及び入学料は，徴収しない。 
2 特別聴講学生が国立の大学，短期大学又は高等専門学校の学生であるときは，本学での

授業料は，徴収しない。 
3 特別聴講学生が公立若しくは私立の大学，短期大学若しくは高等専門学校，外国の大学

等又は国際連合大学の学生であるときは，履修するそれぞれの学期(前期又は後期)ごとに

1 単位に相当する授業について 14,800 円の授業料を所定の期日までに納付しなければな

らない。ただし，次の各号のいずれかに該当するときは，授業料の納付を要しない。 
(1) 公立又は私立の大学，短期大学又は高等専門学校との間で締結した大学間相互単位

互換協定において，当該学生の授業料が相互に不徴収とされているとき。 
(2) 外国の大学等又は国際連合大学との間で締結した大学間交流協定，部局間交流協定

又はこれらに準ずるものにおいて，当該学生の授業料が相互に不徴収とされていると

き。 
4 既納の授業料は，返還しない。 

(費用の負担) 
第 18 条 実験，実習に要する費用は，必要に応じ特別聴講学生の負担とする。 

第 4 章 雑則 
(雑則) 

第 19 条 この規則に定めるもののほか，この規則の実施に関し必要な事項は，学部等が定

める。 

附 則 
1 この規則は，平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 
2 この規則の施行の際現に旧広島大学学生交流規程(昭和 47 年広島大学規程第 32 号)に基

づき許可されている派遣学生及び特別聴講学生については，この規則により許可された派

遣学生及び特別聴講学生とみなす。 
 
(略) 
 
附 則(平成 25 年 11 月 19 日規則第 94 号) 

この規則は，平成 25 年 11 月 19 日から施行する。 
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３ 広島大学研究生規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 10 号) 

広島大学研究生規則 
(趣旨) 

第 1 条 この規則は，広島大学通則(平成 16 年 4 月 1 日規則第 2 号。以下「通則」とい

う。)第 52 条第 2 項及び広島大学大学院規則(平成 20 年 1 月 15 日規則第 2 号。以下「大

学院規則」という。)第 53 条第 2 項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)の
学部，大学院，附置研究所，全国共同利用施設又は学内共同教育研究施設(以下「学部

等」という。)において 1 学期又は 1 学年間特定の事項を研究する研究生に関し必要な事

項を定めるものとする。 
(研究の願い出及び検定料) 

第 2 条 研究生として学部，附置研究所，全国共同利用施設又は学内共同教育研究施設に入

学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 
(1) 大学を卒業した者 
(2) 短期大学又は高等専門学校を卒業した者 
(3) 本学において，相当の学力を有し研究生として適当と認めた者 

2 研究生として大学院に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者と

する。 
(1) 大学を卒業した者 
(2) 本学大学院において，相当の学力を有し研究生として適当と認めた者 

第 3 条 研究生を志願する者は，学期始めの 1 月前までに次に掲げる書類に検定料 9,800 円

を添え，研究を希望する学部等を経て，学長に願い出なければならない。 
(1) 研究生許可願(別記様式) 
(2) 履歴書 
(3) 最終学校の卒業証明書 
(4) 官公署又は会社等に在職している者は，その所属長の承認書 

2 現職教育職員で所轄庁の推薦派遣による者は，前項第 1 号及び第 2 号の書類に当該所轄

庁の推薦派遣委託書を添付するものとする。ただし，検定料は，徴収しない。 
(受入れの許可) 

第 4 条 研究生の受入れは，当該学部等の教授会(全国共同利用施設及び学内共同教育研究

施設にあっては運営委員会。以下同じ。)の議を経て，学長が許可する。 
(研究期間及び願い出期限の特例) 

第 5 条 学長は，特別な事情があると認める場合は，第 1 条及び第 3 条第 1 項の規定にかか

わらず，研究期間及び願い出期限の特例を，当該学部等の教授会の議を経て認めることが

できる。 
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(研究継続) 
第 6 条 研究生が研究期間終了後なお引き続き研究を希望するときは，研究終了日の 15 日

前までに次に掲げる書類により当該学部等を経て，学長に願い出てその許可を受けなけれ

ばならない。この場合において，研究期間については，第 1 条の規定を準用する。 
(1) 研究生研究継続許可願 
(2) 官公署又は会社等に在職している者は，その所属長の承認書 

2 前項の規定による研究継続をする者の検定料及び入学料は，徴収しない。 
(入学料) 

第 7 条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに入学料 84,600 円を納付しな

ければならない。ただし，第 3 条第 2 項の規定による者については，徴収しない。 
(研究料) 

第 8 条 研究生は，1 月につき 29,700 円の研究料を，研究期間に応じ 6 月分ずつ(研究期間

が 6 月未満のときはその期間分)指定の期日までに納付しなければならない。ただし，第

3 条第 2 項の規定による者については，徴収しない。 
2 指定の期日までに研究料を納付しないときは，掲示等により本人及び父母等に督促する。 

(指導教員) 
第 9 条 当該学部等の長は，研究生に対する指導教員を定めなければならない。 

(費用の負担) 
第 10 条 研究に要する費用は，必要に応じ研究生の負担とする。 

(研究許可の取消し) 
第 11 条 学長は，研究生が次の各号のいずれかに該当するときは，研究の許可を取り消す

ことがある。 
(1) 研究の実があがらないと認められるとき。 
(2) その本分に反する行為があると認められるとき。 
(3) 研究料の納付の義務を怠ったとき。 
(既納の検定料，入学料及び研究料の返還) 

第 12 条 既納の検定料，入学料及び研究料は，返還しない。 
(雑則) 

第 13 条 この規則に定めるもののほか，研究生に関し必要な事項は，通則又は大学院規則

の規定を準用する。 
附 則 

1 この規則は，平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 
2 この規則の施行の際現に旧広島大学研究生規程(昭和 51 年広島大学規程第 1 号)により引

き続き研究生として研究を許可されている者は，この規則により引き続き研究生として研

究を許可された者とみなす。 
3 本学大学院博士課程リーダー育成プログラムの履修を認められた者が，履修を開始する

までの間研究生として学部等に入学を希望し，当該者の受入れを許可する場合は，第 3 条
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第 1 項，第 7 条及び第 8 条第 1 項の規定にかかわらず，検定料，入学料及び研究料は，

徴収しないものとする。 
 
(略) 
 
附 則(平成 24 年 5 月 15 日規則第 103 号) 

この規則は，平成 24 年 5 月 15 日から施行し，この規則による改正後の広島大学研究生

規則附則第 3 項の規定は，平成 24 年 4 月 1 日から適用する。 
 

－ 124 －



４ 広島大学外国人研究生規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 11 号) 

広島大学外国人研究生規則 
(趣旨) 

第 1 条 この規則は，広島大学通則(平成 16 年 4 月 1 日規則第 2 号。以下「通則」とい

う。)第 52 条第 2 項及び広島大学大学院規則(平成 20 年 1 月 15 日規則第 2 号。以下「大

学院規則」という。)第 53 条第 2 項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)の
学部，大学院，附置研究所，全国共同利用施設又は学内共同教育研究施設(以下「学部

等」という。)において特定の事項を研究する外国人の研究生(国費外国人留学生制度実施

要項(昭和 29 年 3 月 31 日文部大臣裁定)に基づく研究留学生(以下「研究留学生」とい

う。)を含む。以下「外国人研究生」という。)に関し必要な事項を定めるものとする。 
(研究の願い出及び検定料) 

第 2 条 外国人研究生として学部，附置研究所，全国共同利用施設又は学内共同教育研究施

設に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 
(1) 外国において，学校教育における 14 年の課程を修了した者 
(2) 外国において，学校教育における 12 年の課程を修了し，日本の大学又は短期大学を

卒業した者 
(3) 本学において，相当の学力を有し外国人研究生として適当と認めた者 

2 外国人研究生として大学院に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当す

る者とする。 
(1) 外国において，学校教育における 16 年の課程を修了した者 
(2) 本学大学院において，相当の学力を有し外国人研究生として適当と認めた者 

第 3 条 外国人研究生を志願する者で，日本に居住する者については研究開始日の 30 日前

までに，外国に居住する者については研究開始日の原則として 4 月前までに，次に掲げる

書類に検定料 9,800 円を添えて，研究を希望する学部等を経て学長に願い出なければなら

ない。 
(1) 外国人研究生許可願 
(2) 履歴書 
(3) 最終学校の卒業証明書及び成績証明書 
(4) 住民票の写し又は在留資格を記載した住民票記載事項証明書(日本に居住している者

の場合に限る。) 
(5) 出身学校長又は所属長の発行する推薦書 
(6) 医師の健康診断書 
(受入れの許可) 
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第 4 条 外国人研究生の受入れは，当該学部等の教授会(全国共同利用施設及び学内共同教

育研究施設にあっては運営委員会)の議を経て，学長が許可する。 
2 学長は，前項の規定により許可する者のうち外国に居住する者には，あらかじめ承諾書

を交付するものとする。 
(研究期間) 

第 5 条 外国人研究生の研究期間は，1 学期又は 1 学年間とする。ただし，学長が特別の事

情があると認めた場合は，この限りでない。 
(研究継続) 

第 6 条 外国人研究生が研究期間終了後なお引き続き研究を希望するときは，研究終了日の

30 日前までに次に掲げる書類により当該学部等を経て，学長に願い出てその許可を受け

なければならない。この場合において，研究期間については，前条の規定を準用する。 
(1) 外国人研究生研究継続許可願 
(2) 自国政府若しくは在日公館又は所属長の発行する承認書 

2 前項の規定による研究継続をする者の検定料及び入学料は，徴収しない。 
(入学料) 

第 7 条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに入学料 84,600 円を納付しな

ければならない。 
(研究料) 

第 8 条 外国人研究生は，1 月につき 29,700 円の研究料を研究期間に応じ 6 月分ずつ(研究

期間が 6 月未満のときはその期間分)指定の期日までに納付しなければならない。 
2 指定の期日までに納付しないときは，掲示等により本人及び父母等に督促する。 

(指導教員) 
第 9 条 当該学部等の長は，外国人研究生に対する指導教員を定めなければならない。 

(費用の負担) 
第 10 条 研究，実験及び実習に要する費用は，必要に応じ外国人研究生の負担とする。 

(研究許可の取消し) 
第 11 条 学長は，外国人研究生が次の各号のいずれかに該当するときは，研究の許可を取

り消すことがある。 
(1) 研究の実があがらないと認められるとき。 
(2) その本分に反する行為があると認められるとき。 

2 学長は，研究料納付の義務を怠り督促を受けてもなお納付しない外国人研究生について，

本学が当該外国人研究生に対し研究料の請求を行った日(郵送で請求を行った場合は請求

書が到達した日)から起算して 3 月以内に納付しないときは，研究の許可を取り消す。 
(研究修了証書) 

第 12 条 学長は，所定の研究を修了したと認めた者には，研究修了証書を授与する。 
(既納の検定料，入学料及び研究料の返還) 

第 13 条 既納の検定料，入学料及び研究料は，返還しない。 
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(研究留学生等に対する特例) 
第 14 条 研究留学生については，第 3 条及び第 6 条第 1 項の規定にかかわらず，検定料の

納付並びに第 3 条第 3 号及び第 5 号に掲げる書類及び第 6 条第 1 項第 2 号に掲げる書類

の提出を要しない。 
2 本学と外国の大学又は短期大学(大学以外の高等教育機関を含む。)との間で締結した大学

間交流協定，部局間交流協定又はこれらに準ずるもので検定料，入学料及び研究料を不徴

収とする外国人研究生(以下「協定に基づき授業料等が不徴収となる外国人研究生」とい

う。)については，第 3 条の規定にかかわらず，検定料の納付を要しない。 
3 研究留学生及び協定に基づき授業料等が不徴収となる外国人研究生については，第 7 条

及び第 8 条の規定を適用しない。 
(雑則) 

第 15 条 この規則に定めるもののほか，外国人研究生に関し必要な事項は，通則又は大学

院規則の規定を準用する。 

附 則 
1 この規則は，平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 
2 この規則の施行の際現に旧広島大学外国人研究生規程(昭和 47 年広島大学規程第 5 号)に

より外国人研究生として受入れを許可されている者は，この規則により外国人研究生とし

て受入れを許可された者とみなす。 
3 本学大学院博士課程リーダー育成プログラムの履修を認められた者が，履修を開始する

までの間外国人研究生として学部等に入学を希望し，当該者の受入れを許可する場合は，

第 3 条，第 7 条及び第 8 条第 1 項の規定にかかわらず，検定料，入学料及び研究料は，

徴収しないものとする。 
 
(略) 
 

附 則(平成 25 年 3 月 12 日規則第 4 号) 
この規則は，平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 
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５ 広島大学科目等履修生規則 

(平成 16年 4月 1日規則第 12号) 

広島大学科目等履修生規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通則」とい

う。)第 52条の 2第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。以下

「大学院規則」という。)第 54条第 2項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」とい

う。)の科目等履修生に関し必要な事項を定めるものとする。 

(履修期間) 

第 2条 科目等履修生の履修の期間は，1学年又は 1学期(前期又は後期)とする。 

(入学資格) 

第 3条 科目等履修生として入学することができる者は，学部にあっては通則第11号各号

に規定する者，大学院にあっては大学院規則第15条各号に規定する者で，本学において

科目等履修生として適当と認めたものとする。 

2 前項の規定にかかわらず，本学の科目等履修生になることによって在留資格を得ようと

する者は入学を認めない。 

(出願手続) 

第 4条 科目等履修生として入学を志願する者(以下「入学志願者」という。)は，学年又は

学期の始めの 1月前までに次に掲げる書類に検定料 9,800円を添え，履修を希望する学部

又は研究科を経て，学長に願い出なければならない。 

(1) 科目等履修生許可願(別記様式) 

(2) 履歴書 

(3) 最終学校の卒業証明書 

(4) 官公署又は会社等に在職している者は，その所属長の承諾書 

(5) 外国人で，既に日本に在住している者(永住者及び特別永住者は除く。)は，在留カ

ードの写し 

2 前項の規定にかかわらず，入学志願者が現職教育職員で所轄庁の推薦派遣による者(以下

「現職教育職員」という。)であるときは，前項第1号及び第 2号の書類に当該所轄庁の

推薦派遣委託書を添付するものとする。 

(入学志願者の選考及び入学の許可) 

第 5条 前条の入学志願者に対しては，当該学部又は当該研究科の教授会がその定める方法

により，選考を行う。 

2 前項の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は，指定の期日までに誓約書を提出す

るとともに，入学料28,200 円を納付しなければならない。 

3 学長は，前項の手続を完了した者に入学を許可する。 
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(履修期間の更新) 

第 6条 前期の履修期間で入学を許可された科目等履修生が引き続き後期において履修する

ことを志願するときは，第 2条の規定にかかわらず，その期間を更新することができる。 

2 前項の更新手続は，前2条の規定を準用する。この場合において，入学料は，納付を要

しない。 

(授業料) 

第 7条 科目等履修生は，履修するそれぞれの学期(前期又は後期)ごとに，指定の期日まで

に 1単位に相当する授業について14,800円の授業料を納付しなければならない。 

2 指定の期日までに授業料を納付しないときは，掲示等により本人及び父母等に督促する。 

3 第 1項の規定にかかわらず，科目等履修生が，広島大学履修証明プログラム規則(平成 20

年 12月 16日規則第 172号)に定める履修証明プログラム履修生であり，当該履修証明プ

ログラムに登録されている授業科目の単位を修得する場合は，当該授業科目に係る授業料

は納付を要しない。 

(現職教育職員の検定料等) 

第 8条 現職教育職員については，第 4条第 1項及び第 5条第 2項の規定にかかわらず，検

定料及び入学料は，納付を要しない。 

2 現職教育職員で履修した授業科目について単位の認定を受けないものについては，前項

に定めるもののほか，前条の規定にかかわらず，授業料は，納付を要しない。 

(既納の検定料，入学料及び授業料の返還) 

第 9条 既納の検定料，入学料及び授業料は，返還しない。 

(実験，実習等の費用) 

第 10条 実験，実習等に要する費用は，必要に応じ科目等履修生の負担とする。 

(単位の授与) 

第 11条 履修した授業科目について単位の認定を受けようとする者は，当該授業科目の試

験を受けなければならない。 

2 前項の試験及び出席状況により，所定の単位を与える。 

(証明書の交付) 

第 12条 前条により授与された単位については，本人の請求により，単位を修得した旨の

証明書を交付する。 

(大学の命ずる退学) 

第 13条 学長は，科目等履修生がその本分に反する行為があると認めたときは，退学を命

ずることができる。 

(履修許可の取消し) 

第 14条 学長は，科目等履修生が履修の実が上がらないと認めたとき，又は授業料納付の

義務を怠り督促を受けてもなお納付しないときは，当該授業科目の履修の許可を取り消す

ことができる。 

(雑則) 
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第 15条 この規則に定めるもののほか，科目等履修生に関し必要な事項は，通則又は大学

院規則の規定を準用する。 

附 則 

この規則は，平成16年 4月 1日から施行する。 

 

(略) 

 

附 則(平成 24年 8月 30日規則第 119号) 

この規則は，平24年 8月 30日から施行し，この規則による改正後の広島大学科目等履修

生規則の規定は，平成24年 7月 9日から適用する。 
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６ 広島大学学生生活に関する規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 15 号) 
 

広島大学学生生活に関する規則 
(趣旨) 

第 1 条 この規則は，広島大学通則(平成 16 年 4 月 1 日規則 2 号)第 56 条の規定に基づき，

広島大学(以下「本学」という。)の学生(以下「学生」という。)が学生生活上守るべき必

要な事項について定めるものとする。 
(学生証) 

第 2 条 学生は，学生証の交付を受け，常に携帯するものとする。 
2 学生証の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

(住所届) 
第 3 条 学生は，入学後速やかに，本人の住所並びに帰省先住所及び連絡先(以下「住所

等」という。)を所定の様式で所属学部の長に届け出るものとする。住所等に変更があっ

たときには，速やかにその旨を届け出るものとする。 
(健康診断) 

第 4 条 学生は，本学が行う健康診断を受けるものとする。ただし，やむを得ない理由のた

め受診することができないときは，所属学部の長に届け出てその指示を受けるものとする。 
(学生団体の届出) 

第 5 条 学生が，単一の学部の学生をもって団体を結成するときは，代表責任者は，その所

属学部の長に所定の学生団体結成届を提出するものとする。 
2 団体の構成員が 2 学部以上にわたる団体であるときは，代表責任者は，学長に所定の学

生団体結成届を提出するものとする。 
3 結成された団体の活動が継続する場合は，毎年 5 月末日までに，第 1 項に基づく学生団

体の代表責任者にあってはその所属学部の長に，前項に基づく学生団体の代表責任者にあ

っては学長に，所定の更新届を提出するものとする。 
4 前 3 項に規定する届には，次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 団体の名称  
(2) 団体の目的  
(3) 連絡先  
(4) 代表責任者の氏名  
(5) 所属学部別の構成員数  
(学生又は学生団体の施設使用) 

第 6 条 学生又は学生団体が学内施設(運動場及び道路等を含む。)を使用するときは，責任

者は，原則として 3 日前までに，学部の施設の場合にあっては当該学部の長に，その他の

施設の場合にあっては学長に，所定の施設使用願を提出し，その承認を受けるものとする。 
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2 前項に規定する施設使用願には，次に掲げる事項を記載するものとする。 
(1) 使用目的  
(2) 日時及び場所  
(3) 責任者の氏名  
(4) 参加人員(学外者の人員を含む。)  
(掲示及び立看板等) 

第 7 条 学生又は学生団体による学内での掲示物の掲示，立看板の掲出又はちらし・ビラ等

の文書の配付については，次に定めるところにより行うものとする。 
(1) 掲示物は，所定の学生用掲示板に掲示すること。  
(2) 立看板は，所定の学生用掲示場に掲出すること。  
(3) 掲示板の掲示物の大きさは 1 平方メートル以内，立看板の大きさは 2 平方メートル

以内とすること。  
(4) 掲示及び掲出の期間は 3 週間以内とし，この期間を経過した掲示物及び立看板は，

掲示責任者において撤去すること。  
(5) 教室内で配付したちらし・ビラ等の文書は机上等に放置せず，配付責任者において

回収し，その散乱防止に努めること。  
(放送等) 

第 8 条 学生又は学生団体が，学内において，拡声放送の必要が生じた場合並びに行事及び

集会を行う場合は，授業，研究及び診療等に支障を来すことがないよう十分配慮しなけれ

ばならない。 
(準用) 

第 9 条 この規則の規定は，大学院及び専攻科の学生並びに研究生(外国人研究生を含む。)
及び科目等履修生について準用する。 

第 10 条 この規則に定めるもののほか，この規則の実施に関し必要な事項は，別に定める。 
附 則 

1 この規則は，平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 
2 この規則の施行の際現に旧広島大学学生生活に関する規程(平成 7 年広島大学規程第 4 号。

以下「旧規程」という。)により交付されている学生証は，この規則により交付された学

生証とみなす。 
3 この規則の施行の際現に旧規程により届け出されている住所届及び学生団体は，この規

則により届け出された住所届及び学生団体とみなす。 
4 この規則の施行の際現に旧規程により使用の承認を受けている学生又は学生団体は，こ

の規則により使用の承認を受けた学生又は学生団体とみなす。 
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７ 広島大学授業料等免除及び猶予規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 9 号) 

広島大学授業料等免除及び猶予規則 
(趣旨) 

第 1 条 この規則は，広島大学通則(平成 16 年 4 月 1 日規則第 2 号)第 16 条の 2 第 3 項及び

第 48 条第 3 項(広島大学大学院規則(平成 20 年 1 月 15 日規則第 2 号)第 49 条第 4 項及び

広島大学特別支援教育特別専攻科規則(平成 19 年 3 月 20 日規則第 44 号)第 21 条第 1 項に

おいて準用する場合を含む。)並びに広島大学大学院規則第 22 条第 3 項の規定に基づき，

広島大学(以下「本学」という。)の学部，研究科及び専攻科の学生の入学料及び授業料の

免除及び徴収猶予に関し必要な事項を定めるものとする。 
(経済的理由等に基づく入学料の免除，徴収猶予等) 

第 2 条 次の各号のいずれかに該当する者には，入学料の全額又は半額を免除することがで

きる。 
(1) 本学の研究科又は専攻科の学生として入学する者であって経済的理由によって納付

が困難であり，かつ，学業が優秀と認められるもの 
(2) 本学の学部，研究科又は専攻科(以下「学部等」という。)に学生として入学する者で

あって，入学前 1 年以内において学生の学資を主として負担している者(以下「学資負

担者」という。)が死亡した場合，本人若しくは学資負担者が災害を受けた場合又はこ

れらに準ずる場合であって学長が相当と認める事由がある場合で納付が著しく困難で

あると認められる者 
2 前項の免除を受けようとする者は，入学手続終了の日までに次の書類を学長に提出し，

その許可を受けなければならない。 
(1) 入学料免除申請書(別記様式第 1 号) 
(2) その他学長が必要と認める書類 

第 3 条 本学の学部等に学生として入学する者であって，次の各号のいずれかに該当するも

のには，入学料の徴収を猶予することができる。 
(1) 経済的理由によって納付期限までに納付が困難であり，かつ，学業が優秀と認めら

れる者 
(2) 入学前 1 年以内において，学資負担者が死亡した場合，本人若しくは学資負担者が

災害を受けた場合又はこれらに準ずる場合であって学長が相当と認める事由がある場

合で納付期限までに納付が困難であると認める者 
2 前項による徴収猶予を受けようとする者は，入学手続終了の日までに入学料徴収猶予申

請書(別記様式第 2 号)に前条第 2 項第 2 号の書類を添えて学長に提出し，その許可を受け

なければならない。ただし，入学料免除を申請し，免除を不許可とされた者及び半額免除
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を許可された者が徴収猶予を受けようとする場合は，免除の不許可及び半額免除の許可を

告知された日から起算して 14 日以内に提出しなければならない。 
3 第 1 項により徴収を猶予する期間は次のとおりとし，当該期間内に納付すべき入学料を

納付しなければならない。 
(1) 4 月入学者 当該年度の 8 月末日 
(2) 10 月入学者 当該年度の 2 月末日 

4 免除又は徴収猶予を許可又は不許可とするまでの間は，免除又は徴収猶予を申請した者

に係る入学料の徴収を猶予する。 
5 免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者(第 2 項ただし書

により徴収猶予の申請をした者を除く。)は，免除若しくは徴収猶予の不許可又は半額免

除の許可を告知された日から起算して 14 日以内に，納付すべき入学料を納付しなければ

ならない。 
(フェニックス奨学生に係る入学料の免除及び徴収猶予) 

第 3 条の 2 広島大学フェニックス奨学制度による奨学生(以下「フェニックス奨学生」とい

う。)に係る入学料の免除及び徴収猶予については，広島大学フェニックス奨学制度に関

する規則(平成 20 年 1 月 15 日規則第 6 号)の定めるところによる。 
(博士課程リーダー育成プログラム履修生に係る入学料の徴収猶予) 

第 3 条の 3 広島大学大学院博士課程リーダー育成プログラムの履修を認められた者(以下

「博士課程リーダー育成プログラム履修生」という。)に係る入学料の徴収猶予について

は，広島大学大学院博士課程リーダー育成プログラム規則(平成 24 年 9 月 18 日規則第 12
2 号)の定めるところによる。 
(死亡等による入学料の免除) 

第 4 条 入学料の徴収猶予を申請した者について，第 3 条第 3 項に規定する期間内において

死亡した場合は，未納の入学料の全額を免除する。 
2 入学料の免除又は徴収猶予を申請した者について，第 3 条第 4 項の規定により徴収を猶

予している期間内において死亡した場合は，未納の入学料の全額を免除する。 
3 免除又は徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者について，第 3 条第

5 項に規定する期間内において死亡した場合は，未納の入学料の全額を免除する。 
4 免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者であって，納付

すべき入学料を納付しないことにより学籍を有しないこととなる場合は，その者に係る未

納の入学料の全額を免除する。 
(経済的理由に基づく授業料免除) 

第 5 条 学資の支弁が困難であり，かつ，学業優秀と認められる場合は，各期ごとの授業料

について全額又は半額を免除することができる。 
2 前項の免除を受けようとする者は，納付期限までに次の書類を学長に提出し，その許可

を受けなければならない。 
(1) 授業料免除申請書(別記様式第 3 号) 
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(2) その他学長が必要と認める書類 
(成績優秀学生に対する授業料免除) 

第 5 条の 2 成績優秀学生の授業料免除については，広島大学エクセレント・スチューデン

ト・スカラシップ規則(平成 18 年 4 月 18 日規則第 91 号)の定めるところによる。 
(フェニックス奨学生に対する授業料免除) 

第 5 条の 3 フェニックス奨学生の授業料免除については，広島大学フェニックス奨学制度

に関する規則の定めるところによる。 
(やむを得ない事情があると認められる場合の授業料免除) 

第 6 条 死亡，行方不明等やむを得ない事情があると認められる場合は，次のとおり授業料

を免除することができる。 
(1) 死亡，行方不明のため学籍を除いた場合は，未納の授業料の全額 
(2) 授業料の各期ごとの納付月前 6 月以内(入学した日の属する期分の免除に係る場合は，

入学前 1 年以内)において，学資負担者が死亡した場合，学生若しくは学資負担者が災

害を受けた場合又はこれらに準ずる場合であって学長が相当と認める事由がある場合

で納付が著しく困難であると認められる場合は，当該事由の発生した日の属する期の

翌期に納付すべき授業料の全額又は半額。ただし，当該事由発生の時期が当該期の授

業料の納付期限以前であり，かつ，当該学生が当該期分の授業料を納付していない場

合においては，翌期に納付すべき授業料に代えて当該期分の授業料の全額又は半額を

免除することができる。 
(3) 授業料又は入学料未納のため除籍した場合は，未納の授業料の全額 
(4) 授業料の徴収猶予(月割分納による徴収猶予を含む。)を許可している者に対し，その

願出により退学を許可した場合は，月割計算による退学の翌月以降に納付すべき授業

料の全額 
2 休学を許可した場合は，休学当月の翌月(休学開始日が月の初日の場合は休学当月)から復

学当月の前月までの月数に授業料年額の 12 分の 1 に相当する額を乗じて得た額の全額を

免除する。ただし，授業料の納付期限経過後休学を許可した場合は，その期の授業料は免

除しない。 
3 第 1 項第 2 号の取扱手続については，第 5 条第 2 項の規定を準用する。 

(経済的理由等に基づく授業料の徴収猶予) 
第 7 条 学生が次の各号のいずれかに該当する場合は，各期ごとの授業料の全部又は一部を

徴収猶予することができる。 
(1) 経済的理由によって納付期限までに授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と

認められる場合 
(2) 行方不明の場合 
(3) 授業料の各期ごとの納付月前 6 月以内(入学した月の属する期分は入学前 1 年以内)に

おいて，学生又は学資負担者が災害を受け，納付が困難であると認められる場合 
(4) その他やむを得ない事情があると認められる場合 
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2 前項の取扱手続については，第 5 条第 2 項の規定を準用する。 
3 第 1 項により徴収を猶予する期間は次のとおりとし，当該期間内に納付すべき授業料を

納付しなければならない。 
(1) 前期分 当該年度の 8 月末日 
(2) 後期分 当該年度の 2 月末日 
(博士課程リーダー育成プログラム履修生に係る授業料の徴収猶予) 

第 7 条の 2 博士課程リーダー育成プログラム履修生に係る授業料の徴収猶予については，

広島大学大学院博士課程リーダー育成プログラム規則の定めるところによる。 
(授業料の月割分納) 

第 8 条 第 7 条第 1 項第 3 号又は第 4 号に該当する特別の事情があると認められる場合は，

授業料の月割分納を許可することができる。この場合の月割分納額は，年額の 12 分の 1
に相当する額とする。 

2 前項の月割分納の許可を受けようとする者は，納付期限までに授業料月割分納許可申請

書(別記様式第 4 号)に第 5 条第 2 項第 2 号の書類を添えて学長に提出し，その許可を受け

なければならない。 
(許可された者の義務等) 

第 9 条 免除，徴収猶予及び月割分納を許可された者は，当該期間の中途においてその事由

が消滅したときは，直ちにその旨を学長に届け出なければならない。 
2 前項の者に対する許可は，届出の日からその効力を失う。 
3 許可された事由について虚偽の事実が判明したときは，その許可を取り消す。 

(雑則) 
第 10 条 この規則に定めるもののほか，学生の入学料及び授業料の免除及び徴収猶予に関

し必要な事項は，別に定める。 

附 則 
1 この規則は，平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 
2 東日本大震災において本人又は学資負担者が被災した場合で，入学料の納付が著しく困

難であると認められる者については，第 2 条第 1 項第 2 号及び第 3 条第 1 項第 2 号の規

定にかかわらず，当分の間，入学料の全額若しくは半額を免除し，又は徴収を猶予するこ

とができる。 
 

(略) 
 
附 則(平成 24 年 9 月 18 日規則第 123 号) 

この規則は，平成 24 年 10 月 1 日から施行する。 
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８ 広島大学学生表彰規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 14 号) 

広島大学学生表彰規則 
(趣旨) 

第 1 条 この規則は，広島大学通則(平成 16 年 4 月 1 日規則第 2 号)第 39 条第 2 項(広島大

学大学院規則(平成 20 年 1 月 15 日規則第 2 号)第 40 条及び広島大学特別支援教育特別専

攻科規則(平成 19 年 3 月 20 日規則第 44 号)第 16 条第 1 項において準用する場合を含

む。)の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)の学生の表彰に関し必要な事項を

定めるものとする。 
(表彰の基準) 

第 2 条 表彰は，次の各号のいずれかに該当する本学の学生又は学生を構成員とする団体に

ついて行う。 
(1) 学術研究活動において，特に顕著な業績を挙げたと認められる者 
(2) 課外活動において，特に優秀な成績をおさめ，課外活動の振興に功績があったと認

められる者 
(3) 社会活動において，特に顕著な功績を残し，社会的に高い評価を受けたと認められ

る者 
(4) その他前 3 号と同等以上の表彰に値する行為等があったと認められる者 
(表彰対象者の推薦) 

第 3 条 理事(教育担当)，副学長(学生支援担当)，学部長及び研究科長は，前条各号のいず

れかに該当すると認めるものがあるときは，学長に推薦することができる。 
(表彰の審議) 

第 4 条 学長は，前条の推薦があったときは，審査会を設置する。 
2 審査会の構成員は，別に定める。 
3 表彰は，審査会の意見を聴き，教育研究評議会の議を経て行う。 

(表彰の方法) 
第 5 条 表彰は，学長が表彰状を授与することにより行う。 

(表彰の時期) 
第 6 条 表彰は，原則として次の日に行う。 

 入学式の日 
 学位記授与式の日 

2 前項の規定にかかわらず，表彰する必要があると判断されるときは，その都度行う。 
(公表) 

第 7 条 被表彰者は，学内に公表する。 
(事務) 

第 8 条 学生の表彰に関する事務は，学生総合支援センターにおいて処理する。 
(雑則) 
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第 9 条 この規則に定めるもののほか，学生の表彰に関し必要な事項は，別に定める。 
附 則 

この規則は，平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 
 
(略) 
 
附 則(平成 23 年 3 月 31 日規則第 51 号) 

この規則は，平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 
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９ 広島大学学生表彰基準 

(平成 16 年 4 月 1 日副学長(教育・学生担当)決裁) 

広島大学学生表彰基準 
1 表彰の対象者について 

表彰の時点において，死亡，卒業等により学籍を離れている者についても，その者の

在学中に行った行為が死亡，卒業等の後に高く評価されたときは，広島大学学生表彰規則

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 14 号。以下「規則」という。)第 1 条及び第 2 条の規定にかか

わらず，表彰の対象として考慮するものとする。 
2 表彰候補者の推薦方法について 

規則第 3 条に規定する表彰候補者の推薦は，所定の書面により行うものとし，当該学

生の行為が表彰に値することを確認できる資料を添付するものとする。 
3 審査会について 

規則第 4 条に規定する審査会は，教育研究評議会の構成員を中心に，学長が指名する

者若干人をもって組織するものとする。 
4 重複表彰について 

重複表彰の制限はしないものとし，一度表彰された学生に再度表彰に値する行為等が

あった場合には，再度の表彰を行うことができるものとする。 
5 表彰の方法について 

(1) 規則第 5 条の規定により授与される表彰状の様式は，別に定める。  
(2) サークル等の学生団体の活動が表彰に値するものであった場合には，その団体を表

彰するものとするが，表彰状は，その活動に従事した構成員個々に授与できるものと

する(例えば，団体競技で優秀な成績を収めたことを理由に表彰する場合は，その競技

会について出場選手登録がなされていた学生個々に表彰状を授与する。)。  
6 表彰の公表について 

規則第 7 条の規定により表彰を受けた者の公表は，学報等に掲載することにより行う

ものとする。 
7 表彰の基準について 

(1) 学術研究活動に関する表彰について  
ア 学部生  

 

 
 ①

 
 「成績優秀者」     
  各学部は，各年度において卒業する学生の中から，原則として 1 人の「成績優秀

者」を選定し，推薦するものとする。    
②  その他  

     上記の「成績優秀者」とはならなかったが，所属学部の専門領域において国内外

の学界で高く評価される研究実績をあげた者については，別途表彰の対象者として

推薦することを妨げないものとする。 
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イ 大学院生等 
各研究科等は，研究論文，研究業績等が国内外の学界において特に高い評価(学会

賞の受賞又はインパクトファクターの高い学術誌への発表等)を受けた者がいる場合

に表彰の対象として考慮するものとし，推薦は原則として 1 人とする。 
(2) 課外活動に関する表彰について  

ア 体育系 
体育系の課外活動における成績としては，「全国規模の競技会での入賞及びそれ

に準じる成績」以上の成績を収めた者を表彰候補者として考慮するものとする。 
イ 文化系 

文化系の課外活動における成績としては，「全国規模のコンクール等での高い評

価及びそれに準じる評価」以上の評価を得た者を表彰候補者として考慮するものと

する。 
(3) 社会活動に関する表彰について 

ボランティア活動，人命救助，犯罪防止，災害防止等の社会活動で特に顕著な功績

があった者を表彰候補者として考慮するものとする。 
なお，国内外の公的機関等による表彰の有無，新聞等による報道の有無は，あくま

でも参考にとどめ，表彰の絶対的基準とはしないものとする。 
(4) その他の活動による表彰について 

その行為が社会的に高く評価され，本学学生の模範となりうる者を表彰候補者とし

て考慮するものとする。 
附 則 

この基準は，平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 
 
(略) 
 
附 則(平成 19 年 12 月 7 日 一部改正) 

この基準は，平成 19 年 12 月 7 日から施行する。 
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１０ 広島大学学生懲戒指針（抜粋） 

(平成 16 年 4 月 1 日学長決裁) 

広島大学学生懲戒指針 
広島大学(以下「本学」という。)における学生の懲戒については，以下の原則により取り扱

うものとする。 
1 趣旨 

この指針は，広島大学通則(平成 16 年 4 月 1 日規則第 2 号。以下「通則」という。)第
40 条第 3 項(広島大学大学院規則(平成 20 年 1 月 15 日規則第 2 号。以下「大学院規則」

という。)第 41 条及び広島大学特別支援教育特別専攻科規則(平成 19 年 3 月 20 日規則第

44 号。以下「専攻科規則」という。)第 16 条第 2 項において準用する場合を含む。)の規

定に基づき，学生の懲戒に関し必要な事項を定めるものとする。 
2 懲戒の趣旨 

学生の懲戒は，教育的指導の観点から退学，停学又は訓告をもって行うものとする。 
3 懲戒の要否等の決定 

通則第 40 条(大学院規則第 41 条及び専攻科規則第 16 条第 2 項において準用する場合

を含む。)に規定する懲戒に相当する行為の存否，懲戒の種類及び懲戒の内容は，学生の

事件事故に係る原因行為の「悪質性」及び結果の「重大性」を総合的に勘案して決定する

ものとする。 
4 懲戒の対象として検討する事件事故 

(1) 懲戒等の目安 

 
  
①  事件事故の原因行為が悪質で，その結果に重大性が認められる場合

 

     退学又は停学 

   
②  事件事故の原因行為は悪質であるが，その結果に重大性が認められない場合 

     停学又は訓告
 

   
③  事件事故の原因行為は悪質なものではないが，その結果に重大性が認められる

場合     
 訓告 

   
④  前 3 号のいずれにも該当しない場合

 

     学部等の指導(学部長厳重注意等) 
(2) 悪質性の判断 

原因行為の「悪質性」の有無は，加害者たる学生の主観的態様，行為の性質及び当

該行為に至る動機等を勘案して判断するものとする。 
(3) 重大性の判断 

結果の「重大性」の有無は，精神的損害を含めた人身損害の有無，その程度及びそ

の行為が社会に与えた影響等を勘案して判断するものとする。 
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ただし，結果が物的損害にとどまる場合であっても，それが甚大なものであれば，

その「重大性」について考慮するものとする。 
(4) 懲戒の具体例 

懲戒は，原則として次の例によるが，これらの場合において，実際に刑事訴追がな

されるかどうかを処分決定の絶対的な基準とはしないものとする。 
ア 刑事法上の処罰の対象となる行為の凶悪犯(殺人，強盗，放火及び強姦をいう。以

下同じ。)が既遂に達したものと認定できる場合は，「悪質性」も「重大性」も認め

られるため，原則として①に該当するものとする。 
イ 刑事法上の処罰の対象となる行為の凶悪犯が未遂に止まった場合又は凶悪犯以外

の行為が既遂に達したものと認定できる場合は，原則として「悪質性」が認められ

るため②に該当するものとする。 
ウ 過失犯が重大な結果を招来した場合は，原則として③に該当するものとする。 
エ 悪質な道路交通法違反(飲酒運転，無免許運転，著しい速度超過等)については，原

則として②に該当するものとし，比較的軽微な道路交通法違反(駐車違反，一時停止

違反等)については，①から④のいずれにも該当しないものとする。 
オ 交通事故については，その結果が重大であった場合(重大な人身事故又は物損事故)

に限り，原則として③に該当するものとする。 
ただし，悪質な道路交通法違反による場合でその結果が重大であったときは，①

に該当するものとし，相手方に与えた損害が軽傷又は物損でその結果が重大でない

ときは，②に該当するものとする。 
カ 飲酒運転については，運転者が飲酒していることを承知の上で同乗した学生は，

当該学生が運転していた場合に受ける懲戒に準じた処分とする。 
キ 学生の不正受験については，②に該当するものとする。 

(5) 過去に懲戒等を受けた者に対する懲戒 
過去に懲戒を受け，又は学部等の指導を受けた者が，再び懲戒に相当する行為をし

た場合は，より「悪質性」が高いものとみなし，前記(1)の基準を超える重い処分をす

ることができるものとする。 
 

 
（中略） 

 
7 処分の執行 

(1) 停学の種類 
ア 3 か月未満の停学を有期の停学とし，確定期限を付すものとする。 
イ 3 か月以上の停学を無期の停学とし，確定期限を付さず，指導の状況を勘案しなが

ら解除の時期を決定するものとする。 
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(2) 無期停学の解除 
無期の停学の解除は，学部長等からの申し出により，学長が評議会に諮問して行う。 

(3) 停学に伴う学生指導 
停学中の学生に対する指導は，当該学生の所属学部等が担当するものとする。 

(4) 停学中の受験及び履修手続き等 
ア 有期の停学の期間が，期末試験又は履修手続の期間にかかるときは，当該学生に

対し期末試験の受験又は履修登録を認めるものとする。 
イ 無期の停学の期間が，期末試験又は履修手続の期間にかかるときは，処分を開始

したセメスターの期末試験のみの受験を認め，履修登録は各セメスターごとの登録

を認めるものとする。 
ウ 期末試験の期間中に不正受験が発覚し，これを理由として停学の処分を決定した

場合において，当該期末試験の期間中に処分を開始するときは，前記ア及びイに係

わらず，当該期末試験の受験は認めないものとする。 
8 懲戒に関する情報の取扱い 

(1) 告示 
学長は，学生を懲戒したときは，当該学生が特定されるおそれのある内容を除き，

原則として，事案の概要，懲戒の種類，処分年月日を懲戒告示(別記様式)により学内に

告示するものとする。 
(2) 証明書類等への記載の禁止 

本学が作成する成績証明書等に懲戒の有無，その内容等を記載してはならない。 
(3) 推薦書類等への記載の禁止 

学生の就職，進学に際して，指導教員等の本学関係者が作成する推薦書類等に懲戒

の有無，その内容等を記載してはならない。 
9 雑則 

この指針に定めるもののほか，この指針の実施に関し必要な事項は，別に定める。 
附 則 

1 この指針は，平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 
2 この指針の施行前に発した事件事故に対する懲戒の適用については，なお従前の例によ

る。 
 
(略) 
 
附 則(平成 26 年 2 月 18 日 一部改正) 

この指針は，平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 
 

 
(略)  
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１１ 広島大学霞地区体育館使用細則 
                                                                   
 (趣旨) 
第1条 この細則は，広島大学霞地区体育館及び広島大学霞地区課外活動等共用施設内規第6条

の規定に基づき，広島大学霞地区体育館（以下「体育館」という。）の使用について必要な事

項を定めるものとする。 
(用途) 

第 2 条 体育館は，次の用途に使用するものとする。 
(1) 霞地区に所在する部局が承認する体育系学生団体が行う課外体育活動 
(2) 霞地区に所在する部局の学生及び職員のスポーツ活動 
(3) 医学部長が適当と認めた行事等 

 (使用日時) 
第3条 体育館を使用できる日及び時間は，次のとおりとする。 

(1) 使用できる日は，日曜日，国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する

休日及び12月28日から翌年1月4日までの期間以外の日とする。 
(2) 使用できる時間は，午前9時から午後9時までとする。ただし，月曜日から金曜日の午後5

時以降及び土曜日の午後3時以降は，体育活動以外には使用できないものとする。 
2 前項の規定にかかわらず，医学部長が特に必要と認めた場合は，この限りではない。 
（使用手続） 

第4条 体育館を使用しようとするときは，別紙様式により使用しようとする3日前までに所属

部局の事務部を経て医学部長に願い出て，その許可を受けなければならない。 
(使用の中止) 

第5条 使用責任者は，使用を中止しようとするときは，直ちに医学部長に届け出るものとする。 
 (遵守事項) 
第6条 体育館を使用する者は，次の事項を遵守しなければならない。 

(1) 許可を受けた目的以外の用途に使用しないこと。 
(2) 他の者に，その全部又は一部を転貸しないこと。 
(3) 使用時間を遵守し，土足での出入りはしないこと。 
(4) 火気は使用しないこと。 
(5) 指定の場所以外では喫煙をしないこと。 
(6) 飲食物の持込はしないこと。  
(7) 指定の場所以外に掲示や貼り紙をしないこと。 
(8) 使用許可を受けた場所，備品又は用具以外のものを無断で使用しないこと。 
(9)  施設，設備又は備品を滅失，き損又は汚損した場合は，速やかに係員に連絡し，その指

示に従うこと。 
(10) 使用後は，清掃をするとともに，使用物品を整理整頓し，消灯及び戸締りを行うこと。 
(11) 係員の指示事項を遵守すること。 
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 (使用許可の取消し) 
第 7 条 医学部長は，使用者が第 6 条の規定に違反したときは，使用の許可を取り消すことが

ある。 
2 医学部長は，前項に規定する場合のほか，公務上必要があると認めた場合は，使用条件を

変更し，又は体育館の全部若しくは一部の使用を取り消すことができる。 
 (損害賠償) 
第8条 使用者が，故意又は過失により施設，設備又は備品を滅失，き損又は汚損した場合は，

その損害を賠償しなければならない。 
 (事務) 
第9条 体育館に関する事務は，学生支援室において処理する。 
 (その他) 
第10条 この細則に定めるもののほか，体育館の使用に関し必要な事項は，医学部長が定める。 
 

        附  則   
   この細則は，昭和 58 年 4 月 1 日から施行する。 
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